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近年、SDGsやESG投資に対する関心が日々高まり、投資家が投資先企業に社会課題を踏まえたリスクマネジメントや
成長戦略の立案、そしてその実行を求める流れが顕著になる中、2018年度のESG投資額は、2016年からの2年間で
34%増加の30兆6830憶米ドル（約3,418兆円）まで急速に拡大しています。ESG投資で企業に求められる管理項目は、
E（環境）、S（社会:人権・労働など）、G（コーポレートガバナンス）と幅広く、中でも特に注目を集めているのが、資本関係の
ない調達先企業にもCSRに関する管理を求め、サプライチェーン全体で管理レベルを強化する「CSR調達活動」です。
ここでは、富士フイルムグループのシナジーを生かし、その推進を加速しているCSR調達活動を紹介します。

経済のグローバル化が顕著になった1990年代、多国籍企
業の多くは、中国、東南アジアなどの海外の新興国、開発途上
国に積極的に進出しました。当時、これら地域の工場では、環
境汚染や、強制・児童労働などの人権侵害、爆発事故や火災
など、管理レベルの低さに起因するトラブルが多く存在し、ラ
イン停止、品質不良などの問題が発生するようになっていま
した。また、こうした状況を問題視するNGOや政府、市民団体
が、その管理・改善を発注元である企業に求め、改善に取り組
もうとしない企業に対しては、大規模な不買運動が展開され
るなど企業ブランドにも大きく影響するようになりました。そ
の結果、多くの企業は、より安定したサプライチェーンを構築
するために調達先企業に対して、環境、労働、企業倫理などの
CSR管理の強化を求めるようになりました。しかし、工場の管
理レベル改善には多くの工数、コストがかかり、ノウハウが必
要です。そのため、人的、財務的リソースが限られる調達先企
業だけではその対応に限界があり、調達先企業に改善を求め
るだけでなく、発注元企業自身が改善支援を行うことが求め
られます。そこで富士フイルムグループは、業界に先駆けて
調達先企業とのWin-Winの関係構築を目指したCSR調達活
動の展開を開始しました。

CSR調達要請の高まりとその対応
富士フイルムグループのCSR調達の取り組みはドキュメン

ト事業から始まりました。同事業を担う富士ゼロックス（FX）
では、2000年代になり、欧米の大手企業を中心に主要顧客か
らの入札仕様書で、FXの調達先企業へのCSR管理の有無や
方法、成果などが詳細に問われるようになりました。また、当
時、主な生産拠点である中国で、納品される部品の品質のバ
ラつきや調達先企業でのストライキなどによる納品遅延など
の問題が表面化しつつありました。

これらの背景には、環境、労働安全、法令順守などに対する
現地政府の取り締りの強化、労働生産人口の減少による賃金
の高騰や高い離職率など社会の急激な変化に起因するもの
が多々あることがわかりました。そこでFXのCSR部は、問題
解決を目指して、2005年に主要調達先幹部との勉強会を立
ち上げました。この勉強会を通じて、CSR調達活動の必要性
の理解を深め、現場での課題解決につながる施策について徹
底的に議論。調達先企業の管理レベル向上や生産性の改善、
そして環境汚染、事故、操業停止などのリスクの低減にも貢
献できるCSR調達の仕組みを構築し、取り組みを本格化させ
ました。

社会的価値

グループシナジーで持続可能な調達を推進
特集2

なぜCSR調達が
求められるようになったのか

ドキュメント事業から始まった
CSR調達活動

主要生産拠点
「富士ゼロックス深圳」
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共存共栄を目指した仕組みづくり 
2007年9月、このCSR調達の仕組みの構築にあたり、FXの

CSR部は、以下の3つのポイントを取り入れ、CSR調達活動
を、日本、中国、韓国で同時に始めました。

FXは、これらの「マネジメント・ガイドライン」と「セルフ
チェックリスト」を毎年期初に行われる調達先企業への方針説
明会で配布し、調達先企業は、自社の状況を確認し、改善計画
を策定したうえでFXに提出。FXは実地確認が必要な調達先
企業の監査を実施し、その場で改善を促すとともに事後確認
も行います。これらを毎年繰り返すことで、着実に改善を進め
る仕組みを構築しました。

世界標準のCSR調達管理基準を採用
調達先企業がFX以外の企業からのCSR調達にも対応し
やすいよう、世界的な電子機器業界のCSR調達基準であ
るRBA行動規範※を管理基準として採用。

FXや富士ゼロックス深圳が持つノウハウを提供
従業員の定着率を向上させ、品質や生産性の向上、採用・
教育コストの低減などを実現していたFXの主要生産拠点
である富士ゼロックス深圳（FXSZ）の「従業員支援プログ
ラム」や、環境汚染、事故などの未然防止などに関するさ
まざまなノウハウを調達先企業に提供し、調達先企業の
管理レベルの改善やコスト低減を積極的に支援。

管理ツールの制作、提供
監査に不慣れな調達先企業のローカルスタッフでも、適
切に課題を発見、改善できるように、調達先企業が、何を
どこまで遵守すべきかについての基準をまとめた「CSR

に関するマネジメント・ガイドライン」や「CSRセルフチェッ
クリスト」などの管理ツールを作成。
同リストの質問に回答するだ
けで簡単に自社の課題が抽
出できる仕組みを構築。

CSR調達活動の成果 
FXのCSR調達活動は、調達先企業にその主旨が浸透する

に従い徐々に成果が出始めました。FXは「CSRセルフチェッ
クリスト」の最重要項目について、すべての調達先企業に
90%以上の適合を求めています。活動を開始した2007年に
はこの条件を達成した企業は46%と半分以下でしたが、3年で
大きく改善し、その後は9割前後の高い水準を維持しています

（下図参照）。このように、「CSRセルフチェックリスト」を用い
た活動は、FXの生産現場にも大きな成果をもたらしFXSZを
はじめとする生産工場では、調達先企業のストライキや品質
不良などに起因する納品遅れが激減しました。

このように、調達先企業でもFXのCSR調達活動に基づく
対応を推進することで、工場での環境・安全などの管理レベ
ルが向上し、リスクが低減しています。さらに、積極的にCSR

調達に取り組んだ調達先企業は、従業員の定着率が向上し、
採用・教育・管理コストが低減したり、グローバル企業との取
引が拡大したりするなど、その経営にもメリットが出ていま
す。このようにWin-Winを目指したFXのCSR調達活動は確
実に生産現場に根付き、製造業の基盤である調達・生産を力
強く支える結果につながっています。
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ポイント2

ポイント3

ポイント1

調達先企業に向けたCSR調達活動説明会

※  Responsible Business Allianceの略。電子機器業界のサプライ
チェーンにおいて、労働環境の安全や労働者に対する敬意と尊厳を
持った処遇、環境への責任、業務を倫理的に行うための基準を規定。

 旧EICC（Electronics Industry Code of Conduct）。
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中国全体での展開を目指して 
2019年6月、蘇州で、中国内のFFとFXの全拠点の環境・

CSR担当者が一堂に会する「富士フイルムグループ中国環
境会議」を開催しました。今回初めてドキュメント、イメージン
グ、メディカルなど、生産品目の垣根をすべて取りはらい、環
境、労働安全やCSR調達に関する活動の成果やさまざまな課
題を共有し、その改善策を議論しました。

FXSZからは、先進事例としてCSR調達の展開の結果とと
もに、2015年より4年連続で調達先企業のCSRリスク起因の
ラインストップが発生していないことなどが共有されました。

（下図参照）

FXのCSR調達スキームを
富士フイルムの生産子会社で活用

近年、CSR調達活動に対する要請は、多くの産業に拡大し
ており、富士フイルム（FF）でも、調達先企業への監査要請
に応えるとともに、調達先企業でのトラブルの未然防止のた
めにCSR調達強化にグループを挙げて取り組んでいます。
2018年11月には、富士フイルムホールディングス（FH）に、
FFとFXのCSR関連組織を統合。FXのCSR調達のスキーム
をFFの生産子会社でも展開する取り組みも開始されました。

その第1弾として、近年顧客から調達先企業のCSR管理要
請が高まりつつあったデジタルカメラやインスタントフォトシ
ステム、医療機器を製造する蘇州富士膠片映像機器有限公司

（FC）（中国・蘇州）を選定。中国での監査、改善支援にノウハ
ウを持つFXSZの協力を得てFCのCSR調達を開始しました。

トライアル監査を実施
2019年1月、FCの調達先企業の現状のCSR管理の状況

と、オフィス機器分野で培ったFXのCSR調達の仕組みをFC

の調達先企業に応用できるかを確認するため、FXSZでCSR

調達活動を立ち上げたメンバーを蘇州に派遣しました。彼ら
はFCの調達先企業を訪問し、「CSRチェックリスト」に基づ
きマネジメント状況を監査するとともに、従業員にもインタ
ビューを行い、CSRの管理状況を確認。2日間にわたる監査
の結果、調達先企業にさまざまな課題があること、FXの仕組
みがFCでも応用できることを確認した上で、FCは、CSR調
達の早期展開に向け、4名の推進チームを結成し、活動を開始
しました。
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FCでのCSR調達実現に向けて
FCにおけるCSR調達活動を加速すべく、2019年5月に

は、FCの担当者をFXSZのCSR部に派遣し、CSR調達の仕
組みや“訪問診断”と呼ばれる監査方法を学習させるととも
にFXSZの調達先企業の監査にも同行させて、ノウハウを共
有しました。そして、FXSZと連携しながら、FCにおけるCSR

調達の展開を進めました。

中国では環境・安全関連法に基づく取
締りが年々厳しくなっており、我々の調
達先企業もその対応いかんによって、
操業停止に追い込まれる可能性があり
ます。今回の調達先企業への訪問監査
では、リスクになりうる潜在課題が明ら
かになり、早速その改善を調達先企業
に要求しました。また、グループ会社で
あるFXSZとは、中国特有の課題やその
対処法などを忌憚なく共有することが
でき、効果的に確認を進めることができ
ました。

社会的価値　グループシナジーで持続可能な調達を推進

FXSZでの研修や調達先企業への監査
の同行を通じて、FCのCSR調達推進メ
ンバーは多くのことを学びました。特に
FXSZのCSR調達が中国のさまざまな
法令を網羅している点や、監査時に、問
題点を指摘するだけでなく、改善アドバ
イスなどの支援も併せて行っている点
が優れていることを実感しました。これ
は調達先企業とWin-Winの関係を築く
上でとても有用です。 また、調達先企業
と普段から十分コミュニケーションを取
り、信頼関係を築いておくことも重要で
す。調達部門と協業し、CSR調達を軌道
に乗せ、より強いサプライチェーンを構
築したいと考えています。

富士フイルムグループ全体への展開

FC副総経理　前田 達男
FCにおける
医療機器生産の責任者

FC CSR推進室 部長
殷 錦華
FCにおけるCSR調達
推進の責任者
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FXSZが展開するCSR調達活動に応え、積極的に取り組ん
だ調達先企業の多くの工場では、環境、労働、安全面の管理レ
ベルが上がるとともに、品質や生産性が向上していること、ま
た、環境汚染、事故などの未然防止や、行政からの操業停止命
令による部品納期遅延などのリスクの低減にもつながってい
ることが説明され、参加者にとってCSR調達の必要性、重要
性を改めて共有する場となりました。

グループ全体に発展させていく 
FHは、2017年8月、2030年度を目標年度とした「Sustainable 

Value Plan 2030」を策定し、「サプライチェーンの管理強化」を
重点課題の一つとしています。富士フイルムグループには15

の事業があり、B to BやB to Cなどビジネスモデルも多岐に
わたります。そして、取り扱う製品・サービスも、インスタント
カメラから医療機器、医薬品、高機能材料、オフィス機器と幅
広く、多種多様な調達企業とサプライチェーンを有するため、
それぞれのビジネスに合った、より効果的・効率的なCSR調
達活動が重要となります。

富士フイルムグループ全体でノウハウを共有・展開するこ
とで、CSR調達の推進、強化に取り組み、持続可能なサプライ
チェーンを構築し、SDGsの目標8である“ディーセントワーク

（働き甲斐のある人間らしい仕事）の推進”と持続的な経済
成長の実現に大きく貢献していきます。

グループ内の先進事例を横展開すれば、
効果的にかつ、先手を打って潜在リスクに
対応することが可能になります。

FXSZのノウハウを活用し、FCのCSR
調達推進を積極的に支援するとともに、
FCでの展開で得られた経験を、さらにグ
ループ全体で共有し、サプライチェーン
全体のCSR管理を強化していきます。

昨今、米中貿易摩擦や中国経済減速などが報道されていますが、市場規模が世界第2位の
中国は、今後も先進国や他の新興国と比較して高い成長が期待される重要な市場です。

富士フイルムグループが、中国でさらに成長を続けるには、中国のお客さま、社会からの
信頼、そして、事業活動への理解と支持をいただくことが重要です。そのためには、近年特
に厳格化されている環境や労働安全、コンプライアンスの管理を自社だけでなく、サプライ
チェーン全体で強化することが必須となっています。CSR調達は、これらを推進する上で有用
なソリューションであるため、地域本社としてその活動をリードし、FHのESG推進部などと連
携しながら中国地域全体で展開、推進していきたいと考えています。

CSR調達は中国でのビジネスを展開する上での
重要なソリューション

富士膠片（中国）投資有限公司
総経理 武冨 博信

2019年6月 富士フイルムグループ 中国環境会議

CSR調達を効果的に展開するには、調達
先企業の主体的な取り組みが欠かせませ
ん。さまざまな苦労がありましたが、調達
先企業にもメリットを出すべく、取り組ん
できたFXSZのCSR調達活動が、グルー
プ全体のCSR推進に貢献できたことをと
ても誇りに思います。

この活動に積極的に取り組む調達先企
業の多くは、従業員の定着率が向上し、採
用・教育コストが抑制され、熟練工、多能
工が増加しています。その結果、生産性
改善にもつながり、それらがFXSZの生産
の安定にも貢献しています。今後もより
効果的に活動を推進していきます。

FXSZ CSR部長
劉 美華
FXSZでCSR調達活動の
立ち上げに参画し、10年以
上にわたり同活動をけん引

FH ESG推進部
久枝 志津子
FHでCSR調達活動の
全社推進、展開を担当
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富士フイルムグループの価値創造
社会的価値

ESGの取り組み

富士フイルムグループの創業の原点と言える写真フィル
ムは、製造時に「多くの水ときれいな空気」が欠かせません。
また、撮影前に試すことができない写真フィルムは、美しい
画像に仕上がることを「信頼」して買っていただく製品です。
こうしたことから、創業当時より富士フイルムグループは、環
境保全とステークホルダーからの信頼を大前提に事業活動
を行ってきました。

環境への配慮とステークホルダーからの信頼を富士フイ
ルムグループのCSR活動における原点とし、現在では、「誠
実かつ公正な事業活動を通じて企業理念を実践することに
より、社会の持続可能な発展に貢献する」という「富士フイル
ムグループのCSRの考え方」に則り、さまざまな活動に取り
組んでいます。

富士フイルムグループは、持株会社体制に移行した2006年に、現在の企業理念とビジョンを制定。オープン、フェア、クリア
な企業風土と先進・独自の技術により最高品質の商品・サービスを提供することで、社会の発展、健康増進、環境保全、人々の生
活の質の向上に貢献するという精神に基づいた、企業行動憲章、行動規範を定め、グループ全社に適用・徹底しています。

さらに、富士フイルムグループの全従業員が日々の業務の中でCSRを意識し実践できるよう、「誠実かつ公正な事業活動を
通じて企業理念を実践することにより、社会の持続可能な発展に貢献する」という、「CSRの考え方」を明確にしています。

CSRの原点

CSRに対する考え方

CSRの考え方
富士フイルムグループの考えるCSRとは、誠実かつ公正
な事業活動を通じて企業理念を実践することにより、社
会の持続可能な発展に貢献することです。

わたしたちは、経済的・法的責任を果たすことはもとより、

1.  グローバルおよび地域の様々な環境・社会課題を認識
し、事業活動を通してその解決に向けた価値を提供して
いきます。

2.  私たちの事業プロセスが環境・社会に与える影響を常に
評価し、その継続的な改善を進めるとともに、社会にポ
ジティブな影響を広めていきます。

3.  ステークホルダーとのコミュニケーションを通して、社
会の要請や期待に適切に応えているか、私たちの活動
を常に見直していきます。

4.  積極的に情報開示を進め、企業の透明性を高めます。

事業プロセスにおける
環境・社会への配慮

事業を通じた
社会課題の解決

持続可能な社会

新たな価値の創造

企業行動憲章に則った倫理行動

企業理念

コーポレートスローガン

FUJIFILM Sustainable Value Plan 2030

富士フイルムグループ企業理念・ビジョン https://www.fujifilmholdings.com/ja/about/philosophy/index.html

富士フイルムグループ企業行動憲章 https://www.fujifilmholdings.com/ja/about/philosophy/conduct/index.html

富士フイルムグループ行動規範 https://www.fujifilmholdings.com/ja/about/philosophy/law/index.html

「大量で清浄な水と空気」の恵まれた環境の中にある神奈川工場足柄サイト、
その水源と水源かん養林



INTEGRATED REPORT 2019 45

富士フイルムグループでは、ESGの取り組みを強化し、持続的な企業価値の向上に取り組むため、2019年6月、CSR委員会を
「ESG委員会」に改めるとともに、CSR部門を発展的に改組し、社長直下の組織として「ESG推進部」を新設しました。

社長を委員長とするESG委員会では、富士フイルムグループのESGへの取り組みに関する重要事項の審議および意思決定
に加え、グループ各社の重要なリスク案件について、グループ全体の観点から、基本方針の策定と適切な対応策の検討・推進を
行っています。また、ESG推進部は、ESG委員会の事務局であり、グループ各社のESG推進部門と連携し、コンプライアンス意
識の浸透と向上を図るとともに、グループ全体でCSRに積極的に取り組んでいます。

富士フイルムグループは、さまざまなステークホルダーと関わりながら活動しており、それぞれのご意見やご期待を的確にと
らえることが重要だと考えています。さまざまな機会を通じて、社会の要請や期待に適切に応えているかを検証し、活動に反映
させています。

＜富士フイルムホールディングス サスティナビリティレポート＞
ステークホルダーの皆さまに富士フイルムグループの取り組みをご理解いただけるよう、サステナビリティレポートを発行し

ています。2019年度版より、「マネジメント編」と「SVPストーリー編」の2部構成とし、コンテンツを充実。
「マネジメント編」は、社会から企業が取り組むことを期待されている項目について、基礎的な実績を中心に「ガバナンス」「環境

的側面」「社会的側面」の観点から掲載、「SVPストーリー編」は、CSR計画「Sustainable Value Plan 2030」における当社の活動
について紹介しています。

＜富士フイルムホールディングス コーポレートサイト CSRの取り組み＞
富士フイルムホールディングスウェブサイトでは、CSR活動に関するより多くの情報を公開しています。
https://www.fujifilmholdings.com/ja/sustainability/index.html

CSR推進体制

CSRへの取り組みにおけるステークホルダーとのコミュニケーション

富士フイルムグループ 企業理念・ビジョン

富士フイルムグループ 企業行動憲章・行動規範

CSR関連方針

社会貢献方針
2008年4月制定

調達方針
2015年3月改定

調達における
お取引先へのお願い

労働安全衛生方針
2010年1月制定

安全保障輸出管理方針
2015年5月制定

生物多様性方針
2009年6月制定

グリーン・ポリシー（環境方針）
2008年7月改定

品質方針
2010年1月制定

富士フイルムグループのCSRの考え方 人権声明

富士フイルムグループのCSRの考え方と各種方針

活動に伴う
● CSR活動計画の策定と実施
● コンプライアンスの徹底、リスクマネジメントの実施
● ステークホルダーとのコミュニケーションの推進
● 富士フイルムホールディングスESG委員会への
 CSR活動報告

【各社ESG推進部門の役割】

● ESG委員会事務局
● 全グループの活動推進
・CSRガバナンスの全グループ適用
 （ESG委員会決定の方針、戦略目的の展開）
・ESG委員会決定の重点課題・施策の展開と進捗管理
・各社のCSR活動の支援（情報の収集と分析評価）
・社会への情報開示とステークホルダーとの対話
● 全グループ向け相談窓口の運営

【富士フイルムホールディングスESG推進部門の役割】

事業会社

富士フイルムホールディングス株式会社

各社 ESG推進部門

富士フイルム
株式会社

富士ゼロックス
株式会社

富士フイルムグループのCSR推進体制

ESG委員会
富士フイルムグループのCSR活動に関する重要事項の審議及び決定

委員長：富士フイルムホールディングス 社長
事務局：富士フイルムホールディングス ESG推進部門
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富士フイルムグループの価値創造

「Sustainable Value Plan 2030」重点課題に 対する取り組み

自らの環境負荷を削減するとともに環境課題の解決に貢献する

ヘルスケアにおける予防・診断・治療プロセスを通じて健康的な社会をつくる

環境

健康

社会課題
産業革命以降、生活が豊かになるとともにさまざまな環境

問題が発生し、地球規模で深刻化しています。国際社会にお
いても、パリ協定ですべての国が温暖化ガスの排出削減に取
り組むことが掲げられており、今後も持続可能な発展を遂げ
るためには、経済活動と環境課題の解決の両立が必要です。

富士フイルムグループの重点課題
1. 気候変動への対応
2. 資源循環の促進
3. 脱炭素社会の実現を目指したエネルギー問題への対応
4. 製品・化学物質の安全確保

社会課題
SDGsでは、「すべての人が、適切な健康増進、予防、治療、機

能回復に関するサービスを、支払い可能な費用で受けられる＝
ユニバースヘルスカバレッジ（UHC）」の達成を掲げています。
UHCを達成するためには、誰もが保健医療サービスを身近に
受けることができる医療インフラの整備、医療の質向上を推進
するとともに、疾病の予防や早期発見ができる環境を整備し、
健康を第一に考える社会を作っていく必要があります。

富士フイルムグループの重点課題
1. アンメットメディカルニーズへの対応
2. 医療サービスへのアクセス向上
3. 疾病の早期発見への貢献
4. 健康増進、美への貢献
5. 健康経営の推進

社会的価値

2018年度の活動
2030年度をターゲットとした長期CSR計画「Sustainable 

Value Plan 2030」では、環境分野において「気候変動への対
応」を重点課題とし、具体的な削減目標を設定。その達成に向
けて着実に取り組んでいます。

2018年12月、「気候変動関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）※1」に賛同、今後、気候変動が事業活動に与える影響
について、ガバナンス、戦略、リスク管理などの観点から積極
的に情報を開示していきます。また、2019年4月には、事業活
動で使用する電力を100％再生可能エネルギーとすることを
目指す国際的なイニシアチブ「RE100※2」に加盟。2050年度
までに、すべての購入電力を再生可能エネルギー由来電力へ
転換するとともに、コジェネレーション自家発電システムに使
用する燃料を水素燃料に転換するなど新たな技術を取り入れ
ることにより、富士フイルムグループが使用するすべてのエネ
ルギーでのCO2排出量ゼロを目指します。

当社は、パリ協定やSDGsなどの目標達成に貢献するため、
国際的な気候変動イニシアチブに積極的に参加し、事業を通
じた取り組みを加速させていきます。

2018年度の活動
富士フイルムグループでは、これまでも健康啓発活動の実

施、グループ全体の従業員の健康診断結果やストレスチェック
データなどを統合し、有効に活用できるシステムの構築に取り
組むなど、従業員の健康を重要な経営課題と認識し、健康経営
を進めてきました。そして、3年連続で「健康経営優良法人ホワ
イト500」に認定されるなど外部からも評価されています。

2019年9月、「富士フイルムグループ健康経営宣言」を制
定。超高齢社会における健康寿命の延伸や働き方改革などへ
の関心が高まる中、経営理念に基づいた本宣言を制定するこ
とで、社会への新たな価値提供の源泉である従業員の健康づ
くりをより力強く推進していきます。今後、国内では健康に関
する5つの領域（生活習慣病、がん、喫煙、メンタルヘルス、長
時間労働）について、グループ全体で2022年を目標としたKPI

の設定を進め、ワールドワイドでも各国・地域に合った取り組
みを展開していきます。また、メディカルシステムや医薬品な
どの事業を通じて、従業員の健康を増進しながら、社会の人々
の健康に寄与する製品・サービスを提供していきます。
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「Sustainable Value Plan 2030」重点課題に 対する取り組み

生活を取り巻くさまざまな社会インフラをハード、ソフト、マインドの面から支える 自社の働き方変革を、誰もが「働きがい」を得られる社会への変革に発展させる
生活 働き方

サプライチェーン ガバナンス

社会課題
産業・経済の発展により、人々の生活がより便利で快適に

なった反面、ストレスや社会からの疎外などが問題化していま
す。特に急激な情報化は、新たな楽しみやサービスを生み出
す一方で、さまざまな不安やリスクを増加させています。健全
で持続的な社会を実現するためには、誰もが安全・安心に生
活できるインフラや環境整備とともに、心の支えや生きがい
をもたらすコミュニケーションが重要となります。

富士フイルムグループの重点課題
1. 安全、安心な社会づくりへの貢献
2. 心の豊かさ、人々のつながりへの貢献

社会課題
技術革新とグローバル化で企業間競争が激化する中、企

業が持続的に成長していくためには、業務の効率化とともに
多様な人材を生かし、一人ひとりの個性や創造性を発揮でき
る“働きがい”のある環境の提供が求められています。そのた
めには、さまざまな制約から解放されたコミュニケーション環
境、ライフスタイルの変化に合わせて選択できる労働環境な
ど、新たな働き方に対応する仕組みの構築が必要です。

富士フイルムグループの重点課題
1. 働きがいにつながる環境づくり
2. 多様な人材の育成と活用

社会課題
経済発展や世界的な人口の増加とともに、新たな開発に伴

う環境破壊、劣悪な労働環境や過重労働といった労働者に対
する搾取行為なども問題視されています。企業が「持続可能な
生産形態」を維持し、製品・サービスを提供し続けていくために
は、環境・倫理・人権などさまざまな視点に配慮した持続可能な
サプライチェーンの構築が基本となります。

富士フイルムグループの重点課題
環境・倫理・人権等のCSR基盤をサプライチェーン全体にわ
たり強化する

社会課題
企業が社会の一員として存続し、発展していくうえでは、多

様なステークホルダーの期待に応え、社会の信頼を得ること
が不可欠です。企業が社会的責任を果たし、持続的成長と長期
的な企業価値向上を図るためには、透明性や公平性を重視し
た社会規範に沿った事業活動を行うとともに、経営環境の変化
に合わせて自社の成長や企業価値向上に役立つ迅速・果断な
意思決定と執行を行うコーポレート・ガバナンスの充実に取り
組む必要があります。

富士フイルムグループの重点課題
オープン、フェア、クリアな企業風土のさらなる浸透により、
ガバナンス体制を改善・堅持する

※1 気候変動関連財務情報開示タスクフォースの略。主要国の中央銀行や金融規制当局で構成する金融安定理事会が設置したTCFDは、2017年6月、金融市場の安定性に与える気候
変動問題の影響を把握するため、民間の事業会社等に対し、気候変動に起因する「リスク」および「機会」の財務的影響を開示することを求める提言を公表。既存の財務情報開示と同
様、気候変動関連財務情報を金融関係者による評価の要素とすることを推奨している。

※2  気候変動対策を推進する国際 NPO「The Climate Group」が、企業に環境影響の情報開示・管理を促している国際NPO「CDP」とのパートナーシップの下で運営するイニシアチブ。
事業活動で使用する電力を100%再生可能エネルギーとすることを目指す企業で構成されている。


